
農業後継者確保の実態と経営条件

1　試験のねらい

　　本県における最近20年問の農業就業人口は半減し、この中で特に若い良質な基幹的従事者の

減少が目立うている。このため農業後継者の確保の実態を地域別、経営条件別に検討した。

2　試　験　方　法

　　既存の統計資料等を活用し、主成分分析により後継者確保に係る主要因を摘出し、主要因によ

　り市町村別特性図を作成した。また、代表的集落（那須町丁集落、大田原市I集落、芳賀町Y集

落、宇都宮市0集落、．石橋町K集落）における後継者の就農実態と経営条件について、アンケー

　ト及ぴ聞取り調査を実施した。

3　試験結果及ぴ考察

　（1〕農業後継者確保の主要因と地域別特徴

　　　農業後継者（ここでは16～29才の男子で、150目以上農業従事者とした）の存在とそ

　　の他の19指標について相関行列でみた結果、1戸当たり農業生産所得カ排常に高い相関を示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　した。・この背景として、昭和

　　＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とがあげられる。
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図一1　農業後継者数と1戸当たり農業生産所魯の関係
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　　農業後継者数と1戸当たり農業生産所得とを区町村別にみる’と（図一1）、高い数値を示し

　たのは那須野ケ原地域と県央南部の水田地域である。これに準ずるのは県央中部の水田地域と

　下都賀の水田地域である。これらの地域は戸当たり耕地面積が大きく、酪農、施設野菜、かん

　ぴょう、水稲、露地野菜への特化度が高いという実態にある。また、1戸当たり農業生産所得

　形成については、那須野ケ原地域では耕地規模の寄与度が高く、県央、県南の水田地域では

　10a当たり農業生産所得の寄与度が高い。

（2〕農業後継者の確保と経営条件

　　農業後継者の確保にっいては、就農の時期における基幹作目を中心にみれば、次のような規

　模が基礎になつてい為水稲作では300a、施設野菜作では30a、なレ乍では150a、酪農では成牛

　20頭が最低水準と考えられる狐県央、県南のかんぴょう作のある地域では複雑であり、明示できなし㌔

　更に、就農の安定を図るためには、図一2のように圭穀作中心の農家群の場合、水稲作に加え

　て野菜類の導入二拡大を図るなど、他の基幹作目の確立と労働集約度を高める必要性が認めら

　れた。
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図一2　担い手の就農実態と作目構成（昭和59年）大田原市I集落
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